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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は 3つあった。第 1は、東北アジアの日本、韓国、中国

のソーシャルワーク教育のカリキュラムの内容を相互に翻訳し、比較検討すること、第 2はソ

ーシャルワーク教育とケアワーク教育との関わりを整理すること、第 3はアジアの国々で大き

な問題になってきている災害とソーシャルワークに関する研究をすることであった。 

 この 3つの研究課題はいずれも国際シンポジュウムを開催して研究成果を交換、発表すると

ともにその成果は、第 21 回アジア太平洋ソーシャルワーク会議において発表された。 

 

研究成果の概要（英文）：There are three aims in this research. First aim is a study on 

the comparing about social work education in Japan, China, and South Korea. Second aim 

is a study of concern between social work and care work in each country. Third aim is 

a study of social work practice in disaster. We presented outcome of this research on 

21st Asia―Pacific Social Work Conference. 
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1．研究開始当初の背景 
アジア諸国は、ソーシャルワークの考え方、
実践のあり方を欧米諸国に学んで発展して
きたが、アジアとりわけ東アジア諸国の自然、
文化、社会構造、人間関係の意識は欧米諸国

とは違うのではないかと考え、アジア型のソ
ーシャルワークのあり方を考え、世界に発信
する必要があると考え、この研究が始められ
た。 
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2．研究の目的 
アジア型のソーシャルワークモデルの開発
を目指して、①取り敢えず東アジアの日本、
韓国、中国のソーシャルワーク教育のカリキ
ュラムの比較を検討すること、その 3つの国
はいずれもソーシャルワーカーの国家資格
を有しているのでその制度を明らかにする
こと、②3 つの国はいずれも急速に高齢化が
進んでおり、欧米諸国にないソーシャルワー
クとケアワークとの関係が大きな課題にな
っているので、その実態を明らかにすること、
③アジア諸国はここ数年大きな災害に見舞
われており、それら災害にソーシャルワーク
はどう立ち向かうのかを明らかにすること
が、アジア型のソーシャルワークモデルを構
築する上で避けて通れない問題であること
から、災害とソーシャルワークとの関係を整 
理することが目的である。 
 
3．研究の方法 
国内で研究している韓国、中国の研究者を含
めて、国内研究グループを組織化し、更に韓
国在住の韓国の研究者（梨花女子大学の金聖
二先生他）並びに中国在住の中国の研究者
（北京大学の王思斌教授他）にお願いし、韓
国、中国でも研究メンバーを組織して頂き共
同研究を進めた。 
 その研究成果を日本に於いて開催した国
際シンポジュウムにおいて相互に発表し、意
見交換した。 
かつ、ＡＰＡＳＷＥ（アジア太平洋ソーシャ
ルワーク教育学校連盟）を通じて関係者の意
見も聴取して研究を進めた。 
 
4．研究成果 
研究初年度である 2009 年度は、研究目的の
第 1の課題を明らかにすべく、国際社会福祉
教育学校連盟や国際ソーシャルワーカー連
盟のソーシャルワーク教育に関する国際的
基準（コアカリキュラム）に基づいて、日本、
韓国、中国のソーシャルワーカー養成のカリ
キュラム（3 カ国とも国家試験であるソーシ
ャルワーカー養成に必要なカリキュラムが
定められている）について各国のカリキュラ
ムを相互に翻訳した上で、比較検討した。 
 その研究成果を 2009 年 11 月 4 日に行われ
た国際シンポジュウムにおいて発表し、論議
した。 
そのシンポジュウム並びに研究報告は『アジ
ア型ソーシャルワーク教育の標準化と国家
資格の互換性に関する研究』として、2010 年
3 月に日本社会事業大学から刊行されている。 
 第 2年度の研究課題は、高齢化が急速に進
む東アジアの国におけるソーシャルワーク
教育とケアワークとの関わりに関する研究
であり、その成果は 2011 年 2 月 25 日に国際
シンポジュウムを開催し、韓国、中国、台湾

からも共同研究者に来日してもらい発表の
後意見交換した。その研究の一環としては日
本、中国、台湾、韓国の研究者の執筆による
「東アジアにおけるロングタームケアの人
材育成に関する基本データ」が刊行された。 
 第 3年度は、災害とソーシャルワークとの
関係に関わる研究であるが、東日本大震災が
2011 年 3 月 11 日に起きたこともあり、東日
本大震災に関して日本のソーシャルワーカ
ーはどう対応し、どういう研究課題、実践課
題があるのかを明らかにすることに焦点化
した。東アジアの災害とソーシャルワークと
の関係に関わる研究は、中国四川大地震にお
いて中国と日本の共同研究が行われた経緯
もあり、その際に作成された災害発生後の局
面（ステージ）ごとにどのようなソーシャル
ワークが求められるのかを明らかにしたも
のを基に研究が進められた。その研究成果は、
2012 年 11 月 2 日に行われた「災害時の生活
支援・生活再建におけるソーシャルワークの
役割と課題―東日本大震災に学ぶ―」と題す
るシンポジュウムで報告・論議され、その成
果は 2012 年 3 月に刊行された。 
 と同時に、2011 年 3 月 25 日に行われた社
会福祉系学会連合会、ソーシャルケアサービ
ス従事者研究協議会、社会福祉系大学経営者
協議会が合同で開催した「災害とソーシシャ
ルケア―被災者の目線から支援を考える―」
集会において基調報告した。 
 また、2011 年 7 月に行われた第 21 回アジ
ア太平洋ソーシャルワーク会議において、国
際ソーシャルワーク教育学校連盟並びに国
際ソーシャルワーカー連盟の共通論題であ
る「ソーシャルワークと社会開発のためのグ
ローバルアジェンダ」に関し、本研究の成果
を踏まえ、日本からの提案として、アジア型
のソーシャルワーク教育及び実践の必要性
を提案した。 
 この他の研究成果の発表としては、雑誌
「コミュニティソーシャルワーク」第 9号（日
本地域福祉研究所発行、2012 年 6 月）に 2012
年 3 月 25 日の基調報告が掲載されている。 
 
(研究のまとめ) 
 日本のソーシャルワーク教育の特色とし
て、属性分野毎の社会福祉制度や属性分野毎
の支援方法が従来中心であったが、ここ数年
対象領域を特定しない「ジェネラリスト指
向」が強まってきているが、未だ社会福祉の
価値や哲学に即する科目が十分とは言えな
い状況にある。しかし、国家資格としての社
会福祉士資格が 1987 年に作られて以降、社
会福祉士を基本とするソーシャルワーク教
育は急速に力を増しており、社会福祉実践に
おける社会福祉士の位置は評価され始めて
いる。 
 中国では、調和社会に向けてコミュニティ



ソーシャルワークが配置される等「ジェネラ
リスト指向」が明確に出されている。ただ、
中国ではソーシャルワーク教育は未だ発展
の初期段階であり、社会学から漸く自立の道
を歩みはじめた所であり、理論も研究も質量
ともに十分育っているとはいいがたい。中国
では、2008 年にソーシャルワーカー（社会工
作師と呼称）の国家資格制度の国家試験が行
われた。中国のソーシャルワーク専攻課程で
の主要科目は 11 科目であり、コアカリキュ
ラムとして「社会学概論」、「社会心理学」、「社
会調査研究方法」、「ソーシャルワーク概論」、
「ケースワーク」、「グループワーク」、「コミ
ュニティワーク」、「社会行政」、「社会政策概
論」、「現代社会福祉思想」、「社会保障概論」
が挙げられており、日本の 1970 年代当時の
カリキュラムと似ており、社会福祉方法論も
1930年代にアメリカで整理された3分類をと
っており、コミュニティソーシャルワークが
配置される等「ジェネラリスト指向」と矛盾
した面も残している。 
 韓国では、社会福祉士の国家試験は 2003
年から始まるが、それ以前にも国家資格では
ないが法律による「社会福祉事業従事者の資
格」が認証され、資格取得が進められていた。
それが 2003 年に国家資格となり、国家試験
が導入されることになった。社会福祉士資格
取得の指定科目は、必須科目 10 科目、選択
科目は 20科目中の 4科目選択になっている。
必須科目は全て社会福祉法制、実践、政策、
調査に関わるもので、中国のような社会学と
の未分化はない。かといって、日本のような
医学、心理学、社会学等を学ぶこともなく、
社会福祉に関わる科目そのものである。選択
科目は、社会福祉の分野各論とも言える科目
が並べられている。 
 このように、3 カ国ともソーシャルワーク
教育の内容には違いがあるが、国際ソーシャ
ルワーク教育学校連盟・国際ソーシャルワー
カー連盟が定めたグローバルスタンダード
である「ソーシャルワークの教育・養成に関
する世界基準」（2004 年）で示されたコアカ
リキュラムの要素に照らして比較分析した。
コアカリキュラムは 27 項目あるが、4つの柱
を立てて検討した。その項目は、①ソーシャ
ルワークの領域に関するもので、ソーシャル
ワークの基盤や立場（固有）性に関するもの、
②ソーシャルワーカーの力量（コンピテンシ
ー）に関する分野、③ソーシャルワークのパ
ラダイムともいえる実践の対象認識、視点、
④ソーシャルワーク実践の方法、活用性・応
用性についてである。それらに即して、グロ
ーバルスタンダードの各項目をチェックし、
注目すべき課題として共通に 5つの点を挙げ
た。第 1 は、ソーシャルワーカーのメンタル
ヘルス・自己管理・自己覚知に関する点、第
2 に、多様性の理解の重要性、第 3 に、権力

の複雑さ・曖昧さに対する対応能力、第 4に、
アドミニストレーションを含む実践方法、プ
ログラム評価に関する能力、第 5に、社会福
祉利用における属性分野に着目するのでは
なく、エンパワーメントやアドボカシー等に
着目したジェネラリスト指向の重要性の 5点
がコアカリキュラムでもっと重視されるべ
きことを明らかにした。 
 2010 年度の研究成果の概略は、日本、中国、
韓国の高齢化の進展は、その一つの指標にな
る高齢化が 7％から 14％になる期間で見るな
らば、日本は 24 年間、韓国 22 年間、中国 24
年間となり、ヨーロッパの先進国とは比較に
ならない程スピードが早い。そこでは、高齢
者の自立生活を支援するサービスの開発、サ
ービスシステム、サービスの担い手、サービ
ス提供のマネジメントなど急速に研究、立案
することが求められている。日本では、介護
保険が 2000 年から始められ、韓国では長期
療養保険制度が 2008年からはじめられたが、
中国には未だそれに関わる制度はない。その
ような中で、韓国、中国、日本でもソーシャ
ルワーカー養成のソーシャルワーク教育が
先行し、介護分野における人材養成のあり方
は遅れた。研究第 2 年度は 3 カ国のロングタ
ームケアの実態を明らかにした。韓国では、
介護分野の専門職員の国家資格化にはソー
シャルワーカー関係者の抵抗が強く、日本が
1980 年代末から 1990 年代に精力的に取り組
んだホームヘルパーの養成と同じようなカ
リキュラムで養成が行われたこと、日本では
家族介護者をヘルパーとして認めて介護保
険給付の対象とすることは認められなかっ
たが韓国では家族介護者がホームヘルパー
の資格を取れば長期療養保険制度により給
付が受けられるという事になり、そのメリッ
ト・デメリットが紹介された。 
 いずれにせよ、3 カ国とも、ソーシャルワ
ーク教育の中にはケアワークの機能と領域
は含めておらず、高齢化社会に対応出来てい
ないソーシャルワーク教育の問題が指摘さ
れた。ソーシャルワークとケアワークとの関
係は、日本のように別立ての国家資格をつく
るのがいいのか、ソーシャルワークの国家資
格が成立していなかった時には事実上あっ
たケアワークを基本とした上で、その上の資
格としてソーシャルワーク資格を位置づけ
るのか、3 カ国の置かれている状況にも違い
があるし、論理的にも対人援助としてのケア
ワークとソーシャルワークの機能の違いま
での比較検討は出来なかった。 
 研究の第 3年度は、災害とソーシャルワー
ク教育に関する研究である。中国四川大震災
の際に、仮説的に整理した災害被災後の置か
れているステージ毎に求められるソーシャ
ルワーク機能の違いは共通に認識された。そ
の中で、医療・看護の関係者が行っているＤ



ＭＡＴ（災害発生時における医療・看護の救
援のあり方のトレーニングと派遣）と同じよ
うなＤＳＷＡＴと呼べるソーシャルワーカ
ーの派遣のあり方とトレーニングの必要性
が論議され、その必要性が提起された。その
場合、どのような組織で派遣するのか、その
権限、活動の場所、被災後のステージの時期
等についてＤＭＡＴと比較しながら、今後深
める必要性が指摘された。避難所における特
別の配慮を必要とする住民の対応や仮設住
宅における対人関係、コミュニティづくりを
考えつつ、個別被災者の生活再建に関わる業
務等を被災者の雇用対策も含めて考えて採
用されている生活支援相談員との関わりも
視野にいれてソーシャルワーカーはどうい
う立ち位置で、どういう目線で業務をすれば
いいのかが大きな課題と指摘された。 
 これら 3カ年の研究を踏まえ、その成果と
して「第 21 回アジア太平洋ソーシャルワー
ク会議」で世界のソーシャルワーカーのグロ
ーバルアジェンダ策定に向けて日本から提
案した。第 1 は、「共生・連帯」の理念に基
づく新しい社会モデルの開発であり、第 2に
自然と共生し、持続可能な社会思想の普及と
ソーシャルワークの展開、第 3にＩＣＦの視
点に基づくケアマネジメントを手段として
活用するソーシャルワークの展開、第 4 にケ
ア概念の見直しと豊かな人間関係の再構築
の 4つの柱で提案した。 
第 1の柱では、博愛、社会貢献に関わる社会
哲学、社会思想を啓発・普及させるためには、
ユネスコの学習権宣言を具現化する住民の、
子どもへの福祉教育やボランティア学習の
醸成を行うこと、コミュニティをベースとし
た地域における新たな支え合いの新しいモ
デルを構築する活動を行うためにコミュニ
ティソーシャルワークの養成とそのことを
重視したカリキュラムを導入することを提
案した。 
 第 2の柱では、モンスーン地帯のアジアに
相応しい、自然との共生を価値とするソーシ
ャルワーク教育の見直し、自然と共生したソ
ーシャルエンタープライズの開発を出来る
力量を有したソーシャルワーカーの養成を
目指したカリキュラムの改革を提案した。 
 第 3の柱では、ＩＣＦの理念である環境因
子、個人因子を大切にしたアセスメントの重
視とケアマネジメントの能力を有したソー
シャルワーカーの養成を提案した。アセメン
トの際には、アジア文化を踏まえて“求めと
必要と合意に基づく”援助方針の重要性を提
案した。 
 第 4の柱では、ケアとは単に身体的自立へ
の支援ではなく、「ケア」の本質は、安らぎ
のもてる、居心地のいい空間があり、人とし
て評価され、必要とされていることを実感で
きる、人間と人間の関係性が豊かに保障され

て居ることである。そのためにも、障害者、
子ども、高齢者をインクルージョンするケア
リングコミュニティを作ることを目的に、そ
れを推進できるコミュニティソーシャルワ
ーカーの養成とその考え方をソーシャルワ
ーク教育カリキュラムに導入することを提
案した。 
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